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5 月 23 日に評議員会を開催―2022年度決算を認定・事業報告を承認 
理事・監事の改選も―沼田栄一監事が退任、新任に清野博司さん（前さいたま市職労委員長） 

  

5 月 8 日に決算監査と理事会を開催し 2022 年度事業報告と決算を確認し、23 日に評議員会を開催

して事業報告を承認・決算が認定されました。また、任期満了による理事・監事の改選が行われ、引

き続きの理事会で、理事長以下次の体制となりました。 

 

〇役員体制 （任期 2025年度評議員会まで） 

 理 事 長  浪江福治（再任） 

 常務理事  持田明彦（再任） 

理  事  船橋延嘉（再任）山下弘之（再任）江野本啓子（再任）山本正乃（再任） 

監  事  新井志郎（再任）清野博司（新任） 

 
公益財団法人 埼玉県地方自治研究センター２０２２年度事業報告書 

Ⅰ 機関運営会議の開催 

１．理事会    

２０２２年５月６日（金） 

２０２３年３月２８日（火） 

 ２．評議員会  ２０２２年５月２３日（月） 

 

Ⅱ 公益目的事業 

１．調査研究事業【定款第５条（１）に定める事業】 

  （１）「公契約条例・公共サービス基本条例研究プロジェクト」について 

     「公契約条例・公共サービス基本条例研究プロジェクト」は、２０１０年設置 

以来、県内市町村における「公契約条例」制定に向けた調査・研究や全国の条 

例制定の動きを情報収集して来ました。 

今年度は、県内の状況を注視してきましたが特に顕著な動きはありませんでした。 

 

  （２）調査活動 

    ① 第２６回参議院選挙の投票率 

      ７月に行われた第２６回参議院選挙の投票率と低投票率が続く現状を新聞報道、ホームペー

ジ等から調査し、通信９月号で発信しました。 

【発行】公益財団法人埼玉県地方自治研究センター【住所】埼玉県さいたま市浦和区高砂 4-3-5 県労評会館 

【TEL】０４８‐８１６-８８６６        【FAX】０４８-８３６-１１１３ 

【ＨＰ】http://www.saitama-jichi.jp/            【E メール】info@saitama-jichi.jp 
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（３）研究会への参加 

   ①第３７回自治総研セミナー（２０２２年９月）はオンラインで開催されました。 

   ②第３９回地方自治研究全国集会（静岡自治研 ２０２２年１０月）に、会員・自治労組合員１

１人が参加しました。 

    ③自治労主催の「地方財政セミナー」（２０２３年２月）は、オンライン併用で開催されました。 

    ③財政セミナーの参加呼びかけと事前学習を自治研通信２８０号に掲載しました。 

    ④その他下記の機関と連携しました。 

地方自治総合研究所 

全国各県自治研センター・研究所 

     自治研中央推進委員会 

     自治労学習会 

 

２．資料収集【定款５条（２）に定める事業】 

県内市町村、全国自治研センター・研究所から地方自治に関する資料・参考文献の収集を行ったほ

か自治に関する書籍を購入し、自治研通信でその内容を紹介するほか、収集した資料等をホームペー

ジで公開しました。 

３．啓発活動【定款第５条（３）に定める事業】 

  （１）公開セミナーの開催 

    ①２０２２年８月２８日（日） 県労評会館 

テーマ 「会計年度任用職員制度の現状と課題」    

     講 師 森本正宏さん（自治労本部 総合労働局長） 

         参加者 １２人  『埼玉自治研№６１』に詳細所収 

    ②２０２３年２月１１日（土） 県労評会館 

テーマ 「２０２３年度地方財政計画と自治体財政」 

   講 師 菅原敏夫さん（公益財団法人東京自治研究センター 理事） 

       参加者 １０人  『埼玉自治研№６１』に詳細所収 

 

  （２）地域自治研支援 

新しい自治研を作るよう議員などに呼びかけましたが実現しませんでした。 

 

４．広報活動【定款第５条（４）に定める事業】 

  （１）「自治研通信」を次のテーマで発行しました。 

    ２７５号（２０２２年４月２０日発行） 

①理事会報告、２２年度事業計画・予算を決定 

②会費納入のお願い 

③第３９回地方自治研究全国集会（静岡自治研）ニュース 

     ④良い社会をつくる公共サービスを考える５・２０埼玉集会のお知らせ 

 

    ２７６号（２０２２年５月３０日発行） 

①評議員会報告 評議員選任 
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②第３９回地方自治研究全国集会（静岡自治研）開催案内 

 

    ２７７号（２０２２年７月１５日発行） 

①骨太の方針２０２２ 

②国の法解釈力の劣化（新聞記事） 

③公開セミナー開催のお知らせ 

④埼自治総研セミナーお知らせ 

 

    ２７８号（２０２２年９月２９日発行） 

①第２６回参議院選挙 

②「赤字鉄道は不要」はガラパゴスの論理（新聞記事） 

 

   ２７９号（２０２３年１月１１日発行） 

 ①浪江理事長新年あいさつ 

②２０２３年度政府予算事前学習 

③公開セミナーお知らせ 

④地方財政セミナーお知らせ 

 

２８０号（２０２３年２月２４日発行） 

     ①２０２３年度埼玉県予算 

     ②地方財政セミナーお知らせ 

     ③統一地方自治体選挙で示そう！地方自治は民主主義の学校（新聞記事） 

                 

  （２）機関誌『埼玉自治研』を次のテーマで発行しました。 

第６０号（２０２２年１１月３０日発行） ２９ページ 

自治のかぜ 「すっと住みたい 緑にあふれた きらきら光る 元気なまち」を目指して              

伊奈町長 大島 清 

特集 良い社会をつくる公共サービスを考える５・２０埼玉集会  衆議院議員 枝野幸男 

     寄稿 東日本大震災から１１年・・・ 越谷市職ＯＢ・越谷あゆみの会事務局長 鈴木 仁 

シリーズ  埼玉の歴史３２  毛呂山町 歴史民俗資料館 

     

第６１号（２０２３年３月２５日発行）   ８３ページ 

     自治のかぜ きらりとひかる田園都市みさと～人にも企業にも選ばれる魅力的なまち～ 

三郷市長 木津雅晟 

特集１ 公開セミナーの記録 

    会計年度任用職員制度の現状と課題―制度導入から一年、現場は今― 

 自治労総合労働局長 森本正宏 

特集２ 公開セミナーの記録 

２０２３年度地方財政計画と自治体財政～自治体予算を市民の手に～ 

― 人への投資 賃金はなぜ上がらないのか ― 

公益財団法人東京自治研究センター理事 菅原敏夫 
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シリーズ  埼玉の歴史３３  皆野町 教育委員会社会教育担当 

 

５．その他の活動【定款５条（５）に定める事業】 

（１）自治労埼玉県本部と連携した自治研運動に取り組みました。 

（ア）「公契約条例及び公共サービス基本条例」研究プロジェクト 

 開催できませんでした。 

（イ）「良い社会をつくる公共サービスを考える５・２０埼玉集会」共催 

（ウ）自治労各種セミナーに参加しました。 

（２）議員交流会  開催できませんでした。 

（３）講師派遣・紹介 

（４）ホームページを充実させました。 

      http://www.saitama-jichi.jp/ 

 

 

 

 

 

講演 「安心・安全の社会保障」（仮） 

講師 日本労働組合総合連合会 

      佐保昌一 総合政策推進局長 

 

主催 埼玉県公務公共サービス労働組合協議会 

共催 日本労働組合総連合会埼玉連合会 

     公益財団法人埼玉県地方自治研究センター 

 

http://www.saitama-jichi.jp/

